





























































































































































とと、以前から EUが強調してきた公正な競争環境（level playing field）をさらに徹底し
て追求していくということが明記されています。





































































































































































































































































































































































































いうことが必要になります。ここが大事な点なのですが、Power to Power、Power to Gas、









































































りません。1990年の BP統計で見ると、風力は、世界の電力供給の 0.01％で、その 10年
後の 2000年も風力発電は 0.1％です。2010年には、中国やアメリカも風力発電が普及を
始めたのですが 1％でした。つまり 1980年から 10年ごとに、10倍増加してきたのです。
そのペースでいくと、2020年で本来 1の 10倍ですから 10％になるはずなのですが、残念
ながらそこにはたどり着かず 6～ 7％です。しかし、1％が 6～ 7％になって、風力の普及













のような保守的な国際機関でも、あるいはドイツ Energy Watch Groupとフィンランドの













































スロード電源です。365日 24時間、稼働率 80％で動かして、落札結果はわずか 1kWh当


















す。これから 10年の間に、いわゆるMaaS（Mobility as a Service）とか、あるいは CASE





































近年に劇的に安くなった太陽光と風力の 2つを VRE（Variable Renewable Energy）と呼
んで、この比率を電力分野で高めていくことが世界の競争になっており、日本は今これが














































































































































































































































































































































































































































































































道満：ありがとうございます。では最後にもう 1問、「What would be your immediate 
recommendations for Japan’s policy makers, businesses and consumers to move to a carbon 
neutral society by 2050?（2050年までにカーボンニュートラルな社会へ移行するために、
日本の政策立案者や企業、消費者に対して、すぐに提案できることは何でしょうか）」と
いう質問をいただいています。全ての報告者への質問とします。明田先生から順にお願い
をしたいと思います。
明田：ありがとうございました。これも非常に重要で、また難しい質問であります。幾つ
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ものポイントがあると思いますが、先ほど、日本の政策決定が非常に時代遅れであるとい
うようなご指摘もたくさんある中で、1つ指摘したいのは、アカウンタビリティ、透明性
というものの重要性を日本はもう少しく把握する必要があるのではないかということで
す。EU側のグリーン・ディールの取り組みをはじめ、いろいろな政策を見ていますと、
もう本当に信じられないぐらいのペースでペーパーを発表し、いろいろな政策をメインス
トリームにしていくプロセスの中に市民も巻き込んでいく。先ほどの蓮見先生と飯田先生
のお話にもありました。そのようなヨーロッパになったのは 20年ぐらいの歴史です。そ
の前は EUも官僚たちが支配する硬直的なシステムだという批判があって、市民の支持が
離れてしまったところでガバナンス改革をやって、しっかりと説明をし、責任を取るとい
うことになりました。そして透明性を高めるということから 20年たった今、その成果が
出ているのだと思います。
先ほど、日本の内部でのさまざまなよくわからないというか、合理的に考えても、どう
してもないだろうというような政策がまかり通っていたり、変化が起こされなかったりと
いうことについて、私たちはほとんど知らないというか、そういう情報を一部の内部の方
たちは知っているけれども、一般市民にそれが明らかになっていないというところで、本
当に単純な話になってしまいますけれども、アカウンタビリティと透明性を日本の中に高
めていくような、そういう改革、あるいはムーブメントが必要だというふうに思っており
ます。以上です。
蓮見：蓮見ですが、困ったなという感じがあるのですけれども、本当にどうしていいのか
なというのは、正直なところです。まず、明田先生がおっしゃったアカウンタビリティは
すごく重要だと思います。日本だと、そのアカウンタビリティというのは「説明責任」と
訳されてしまうのですけれども、簡単に言うと、何かまずいことが起こると、ごめんなさ
いと言って、入院して退職すれば終わり、みたいなことがありますが、それは違うだろう
と思います。なぜこういう問題が起こって、それに対してどういうコストがかかって、そ
れをどうやってカバーして、どうやって責任を取るのだというところまで含めてアカウン
タビリティなのです。ですから、私は、アカウンタビリティを説明責任と訳すのは避けて、
アカウンタビリティのままに使っています。ただ、そういう言葉の理解そのものも文化が
反映しているので、しようがないかなというふうに思っています。
そもそもエネルギー転換は時間がかかる問題なのですが、今すぐ何ができるのでしょう
かということですけれども、ここ何十年かの日本政府の方針というのは新自由主義なので、
だったらエネルギー市場でも新自由主義をもっと徹底してくれよ、と私は思います。私は
日本のシステムにはそんなに詳しくないのですけれども、現状の日本のエネルギーシステ
ムを調べてみて思ったのは、こんなところに社会主義が生きていたのだということです。
私は、昔、ソ連の研究をやっていたので、ソ連の経済システムについて、これではつぶれ
るよねと思っていました。そんなものがほかの地域で実存することはないと思っていたの
ですが、日本のエネルギーシステムというのはまさにそういうシステムなのです。国家が
収益を保証して利益を適当に載せるという仕組みなのです。発送電分離はできましたけれ
ども、まだ始まったばかりなのですが、そこを崩すなら崩していただきたい。要するに収
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益性で自由に勝負すれば再生可能エネルギーが勝つに決まっているわけですから、そうい
うマーケットの条件を整えるということです。労働市場の自由化ばかりを言っていないで、
電力市場こそまさに新自由主義でやってくれ、そこが一番やろうと思えばできるのではな
いかなと私は思います。ただ、個人的にはとても悲観的です。
飯田：深いレベルというか本質的なところは何なのだろうなと思うと、つい最近、元フラ
ンス大統領のサルコジが逮捕されて懲役 1年というのがありましたけれども、日本の場合
は、国会でうそを 100何回も言った前首相について、検察は一度も調べたりしない、ちゃ
んとやらない。もう 21世紀も 20年もたって、何か江戸時代のような、お上というか、強
いものには逆らわないような、日本は、まだきちんとした民主主義国家になれていないと
いう気がします。結局、そんな大きなものをどう変えるかという話ではないのですが、突
き詰めると 1人 1人の勇気だと思います。ヨーロッパ、北欧とかドイツのようなちゃんと
した国でも、ある意味、汚いことも変なことも一方ではありますが、紙に書かれたという
か、みんなで決めたルールに現実をどう近づけていくのかという努力を絶えず行っていっ
て、そこから外れたときに、1人 1人がそれこそ忖度せずに、きちんとそれが目上の人で
も自分のボスでも、それこそ総理大臣でも、きちんとそれを指摘するという勇気を 1人 1
人が持つということなのではないかなと思います。そして、社会を一歩一歩よくしていく
のがみんなで、それこそアカウンタビリティも含めてみんなで智を積み上げながら作った
ルールに、現実を、自分たちがかかわっている現実を、どうちょっとでもそこに近づけて
いくのか。そのために発言したり、物を書いたりしていく勇気を 1人 1人がどこまで持て
るか。それはビジネスの現場でも、地方自治体の現場でも、メディアの現場でも、政治の
現場でも、ある意味、一緒なのではないかと思うのです。その勇気に対して、結構みんな
黙ってしまうのです。私は、黙らないから、国の審議会とかどんどん放り出されてしまう
のですけれども。そこがすごく分かれ道で、韓国と台湾は今すごく健全な民主主義社会に、
日本に比べてなっているなと思うし、ミャンマーで起きている大きなデモとかを見ても、
やっぱり理不尽なことに対して声を上げたり発言したりということが大切です。香港もそ
うですね。そういう努力をやっぱりやめてはいけないのではないか。日本は、そこでは、
東アジアの国々と比べてみても、非常に危ういところに来ていて、本当にそれこそ中国と
北朝鮮と日本だけが黙りこくっているという変な状況に今なってきている。これは、まさ
に民主主義の根幹のところではないでしょうか。最後はやっぱり 1人 1人の勇気だと思い
ます。
道満：ありがとうございました。皆さん質問をいただき、活発な議論になったと思います。
皆様におかれましては、引き続きこのテーマにご関心を寄せていただければと思います。
それでは、時間も来ましたのでここで閉会とさせていただきます。どうもありがとうござ
いました。
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